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令和７年度沖縄市防災訓練 

■ 地震・津波対応訓練実施要領 ■ 

 

１．目 的 

この訓練は、沖縄市地域防災計画に基づき、大規模地震・津波の発生を想定し、災害への対応

に特化した訓練を通して、市民及び市職員の地震・津波に対する防災意識の啓発や防災計画、情

報伝達手段等の検証を行うことにより、本市の防災体制の向上を図ることを目的とする。 

 

２．訓練概要 

【日  時】令和７年１１月５日（水）１０時００分～１１時３０分 

【訓練場所】沖縄市全域 

 

３．訓練参加対象者 

  〇学校（幼稚園・小中学校・高等学校等） 

  〇住民組織（自治会・自主防災組織等） 

  〇保育施設・公共施設・福祉施設等 

  〇市内の民間企業及び民間施設等 

 

４．災害想定 

令和７年１１月５日（水）１０時００分に、沖縄本島南東沖を震源とするマグニチュード９．

０、最大震度６弱の地震が発生し、沖縄県全域で強い揺れを観測。同日１０時０３分に沖縄県全

域に「大津波警報」が発表され、１０時２９分に沖縄市東部沿岸地域に最大６．３ｍの津波が襲

来し、東部地域を中心に市内全域で甚大な被害が発生。 

 

５．訓練内容 

（１）シェイクアウト訓練（すべての参加者） 

沖縄県全域で強い地震を観測したと想定し、揺れに対し安全確保行動を１分程度行う。 

安全確保行動 

            

 

（２）避難行動訓練 

①地震避難行動訓練（すべての参加者） 

  シェイクアウト訓練後、互いの安否確認を行うとともに、建物の被災状況や今後の余震等

への警戒として、必要に応じて非常用持ち出し袋を持参し、安全な場所まで避難する。 
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   ②津波避難行動訓練（津波避難対象区域の参加者） 

上記、地震避難行動訓練に加え、大津波警報の発表を受けて、事前に決めた避難場所へ迅

速に避難を行う。 

    ※避難方法は原則徒歩ですが、車を使わないと避難できない場合（要配慮者等）は、車を

使用する。 

 

（３）情報伝達訓練（自主防災組織、自治会、学校等） 

①被害状況確認訓練 

  組織及び施設職員等の安否の確認及び施設の被害状況の確認を行う。 

②情報伝達訓練 

  ア ①で確認した被害状況等の情報をＩＰ無線等により、市担当者へ伝達・報告を行う。 

    ※東部地域の対象組織及び対象施設については、津波避難行動を行い、安全が確保さ

れた段階で避難状況等の報告を行う。 

  イ 避難者を受け入れた施設については、追加情報として適時報告を行う。 

 

（４）避難所開設訓練（自主防災組織、自治会） 

シェイクアウト訓練後、互いの安否確認し、建物の被災状況確認を行った後、訓練参加者

は割当避難所（小、中学校、高等学校）に移動し、他自主防災組織・自治会と協力し避難所

開設を行う。 

 

６．事前の準備 

  訓練参加にあたっては、以下について事前の準備・確認を行って下さい。 

（１）地震や津波災害時における避難場所及び避難所等を確認し、避難経路等を事前に決めてお

くこと。 

 

（２）災害時における非常用用品（持ち出し袋など）の準備・確認を行っておくこと。 

 

７．訓練スケジュール 

時間 訓練内容 実施者 備考 

10:00 

地震発生 

地震・津波対応訓練開始 

シェイクアウト訓練（約１分間） 

地震避難行動訓練 

すべての参加者 

防災行政無線にて緊急地震速

報を伝達 

 

10:03～ 

大津波警報発表 

津波避難行動訓練 

津波避難対象地

域 
防災行政無線及び、緊急速報

メールにて伝達 被害状況確認訓練 

ＩＰ無線による情報伝達訓練 

自主防災組織・

自治会・学校等 
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10:20～ 
避難所開設訓練 

（宮里小･越来小・コザ中･コザ高） 

※自主防災組織主体による開

設訓練とし、情報連絡要員と

して職員を避難所へ派遣する 

11:30 訓練終了 防災行政無線にて伝達 

 

８．事後アンケート 

訓練終了後に参加団体ごとに避難状況等について、アンケートを実施する。 

 

９．訓練の参加費用 

避難訓練に関する費用については、各参加団体の負担とする。 

 

１０．訓練の中止等について 

（１）台風等により荒天が予想される場合、又は感染症の拡大状況によっては、前日までに市で

判断し、中止の旨を参加団体へ通知する。 

 

（２）災害、緊急事態が発生した場合は、市で判断し、その時点で訓練を中止する。 

 


